





















A Study on the Development and Training of Middle Management
in Japanese Subsidiaries in China
A Case Study of Japanese Manufacturing Companies in Tianjin, China
HAN MINHENG
Abstract
　The development and training of local middle managers is one of the most difficult issues for Japanese 
companies in China. Researchers have suggested that to compete with Western enterprises, localization is 
necessary. Nevertheless, a majority of Japanese headquarters do not give important management positions 
to local personnel. This paper describes a case study of eight companies located in the Tianjin area and 
confirms that Japanese subsidiaries in China have not fully developed or utilized local managers. In the 
analysis section of the paper, the author uses quantitative and qualitative indices to explore and analyze 
which kinds of training are conducted for middle managers and how they are evaluated. This paper con-
tributes to a better understanding of the actual conditions of local management training and gives an 
unequivocal answer to the question of whether local managers have been fully developed and whether 
they can perform well.





















































































































































A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社 H社 単純平均
設立年 1995年 1995年 2000年 1988年 1989年 1997年 2002年 1995年 1995年



















100％ 100％ 65％ 78％
資本金⑴ 80億円 35億円 458億円 124億円 138億円 138億円 18億円 10億円 125億円
ホワイトカラー
の年間離職率






総経理 副総経理 副総経理 総経理 ─
 注⑴：資本金を2005年７～９月の IMF平均為替レート　１ドル＝112.22円，１元＝13.79円で統一した。
図表２　調査企業の一般特性２































A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社 H社 単純平均
全従業員数 1700人 780人 8500人 3800人 3200人 850人 1330人 2800人 2883人
正社員数 不明 280人 不明 不明 1100人 600人 300人 1800人 816人
ホワイトカラー数 220人 96人 700人 350人 150人 350人 135人 170人 271人
大卒以上数 240人 87人 670人 130人 70人 340人 100人 170人 226人




















A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
部長クラス 40％ 42％ ０％ 10％ 不明 13％ 41％ ０％ 21％
課長クラス 72％ 93％ ８％ 100％ 100％ ８％ 76％ 25％ 56％
操業年数 11年 11年 ５年 17年 16年 ９年 11年 ３年 10年
全体評価 △ △ ─ × ─ ─ △ ─ ─
















A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
製造部門⑴ 日 日 日 日 日 日 中 日
品質部門 ─ ─ 日 日 日 日 日 日
財務部門 日 日 日 日 日 中 日 日
営業部門 中 ※ 中 ※ ※ ※ ※ 日
人事総務 中 中 中 日⑵ 中 日 中 日
全体評価 △ × ─ × × ─ △ ─
調達部門 日 日 日 日 中 日 日 日


























A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社










A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
離職率 12％ ８％ 12％ 11％ ６％ 15％ 18％ 10％ 11％










A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
明確 ● ● ●
不明確 ● ● ● ●
制度がない ●
全体評価 ○ ○ ○ △ △ △ △ ×
 注：●当てはまる　全体評価：○よい　△普通　×よくない　─評価できない
















A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
??
?
社内研修 △ △ ○⑴ ○⑴ △ × ○ △
グループ企業での研修 △ × △ △ △ × × ×
外部教育機関（大学など） △ △ △ △ △ ○ △ △
本社での研修 △ △ ○ ○ ○ ○ △ △
??
?
専門知識・技術面の研修 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
マネジメント面の研修 △ △ ○ ○ △ × △ ×


















A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社









A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
計画的に実施している ●
あるが，計画的に実施していない ● ● ●
制度ない ● ● ● ●
















































































































































































A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社






























































評価A社 B社 C社 D社 E社 F社 H社 G社
????
主要販売先の国籍 他国 他国 中国 日本 日本 日本 日本 日本 ─
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製造部門 品質部門 財務部門 人事部門 営業部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
本社研修 都度 ２日～ 都度 ２日～ 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
グループ企業での研修 都度 ２日～ 都度 ２日～ 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
外部教育機関での研修 都度 ２日～ 都度 ２日～ 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
??専門知識・技術面の研修 ○ ○ ○ ○ ○
マネジメント面の研修 △ △ △ △ △

































製造部門 品質部門 財務部門 人事総務部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 １回 ４時間 × × ×
本社研修 ２回 ５日～ ２回 ５日～ × ×
グループ企業での研修 × × × ×
外部教育機関での研修 ３回 １週間 ３回 １週間 ３回 １週間 ６回 ２日
??専門知識・技術面の研修 ○ ○ ○ ○
マネジメント面の研修 △ △ △ △


































製造部門 品質部門 財務部門 人事総務部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??













グループ企業での研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
外部教育機関での研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
??専門知識・技術面の研修 ○ ○ ○ ○
マネジメント面の研修 ○ ○ △ ○






































製造部門 品質部門 財務部門 人事総務部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 ３回 ３時間 ３回 ３時間 ３回 ３時間 ３回 ３時間
本社研修 各部門課長対象　１回　１年間（語学研修のみ）
グループ企業での研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
外部教育機関での研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
??専門知識・技術面の研修 ○ ○ ○ ○
マネジメント面の研修 ○ ○ ○ ○






































製造部門 品質部門 財務部門 人事総務部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
本社研修 都度 １週間 都度 １週間 都度 １週間 ×
グループ企業での研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
外部教育機関での研修 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
??専門知識・技術面の研修 ○ ○ ○ ○
マネジメント面の研修 △ △ △ △

































製造部門 品質部門 財務部門 人事総務部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 × ＊ ＊ × ＊ ＊
本社研修 都度 不確定 ＊ ＊ １回 １週間 ＊ ＊
グループ企業での研修 × ＊ ＊ × ＊ ＊
外部教育機関での研修 × ＊ ＊ ３回 ３日 ＊ ＊
??専門知識・技術面の研修 ○ ─ ○ ─
マネジメント面の研修 × ─ × ─






































製造部門 品質部門 財務部門 人事総務部門 営業部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 ＊ ＊ ＊ ＊ 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
本社研修 ＊ ＊ ＊ ＊ 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
グループ企業での研修 ＊ ＊ ＊ ＊ × × ×
外部教育機関での研修 ＊ ＊ ＊ ＊ 都度 不確定 都度 不確定 都度 不確定
??専門知識・技術面の研修 ─ ─ ○ ○ ○
マネジメント面の研修 ─ ─ △ △ △









製造部門 品質部門 財務部門 人事総務部門
頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間 頻度 期間
??
社内研修 ２回 ５時間 ２回 ５時間 ＊ ＊ 都度 不確定
本社研修 都度 不確定 都度 不確定 ＊ ＊ ×
グループ企業での研修 × × ＊ ＊ ×
外部教育機関での研修 都度 不確定 都度 不確定 ＊ ＊ 都度 不確定
??専門知識・技術面の研修 ○ ○ ─ ○
マネジメント面の研修 △ △ ─ △
語学の研修／研修補助 △ △ ─ △
（凡例）○実施している　△必要に応じて実施している　×実施していない　＊該当者なし　─評価できない
　出所：ヒアリング調査により筆者作成
図表37　Ｈ社の基本情報
設立年
（生産開始）
出資形態
（出資比率）
資本金
（円）
製品
販売先の
国籍
売上増減
（３年前と比較）
従業員数
（大卒以上）
ホワイトカラー
年間離職率
1995.12
（1997年）
合弁
（65％対35％）
10億
車載用
電子製品
日本 増加
約2800人
（約170人）
約18％
